












































































































































































は、1886年未成年後見法（Guardianship of Infants Act 1886）が監護命令（custody
order）や面接交渉命令（access order）をする権限を裁判所に与え父母の不平等を緩和し
た。1925年未成年後見法（Guardianship of Infants Act 1925）ではついに子の監護に関
しての父母の平等化を確立した。同法は子の監護命令等を行う際の判断基準として、子の福
祉が「第一かつ至高の考慮事項（first and paramount consideration）」であることを明
示し、子の立場が軽視されないための措置を講じた。離婚手続内で争われる場合には、当事
者の有責性が重視されつつも子の福祉が裁判官の従うべき判断基準とされたのである。この
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基準は1971年未成年後見法（Guardianship of Minors Act 1971）に引き継がれ、のちの
1989年児童法（Children Act 1989）でさらに強化されることになる（33）。


















































































































































































































する遅延回避（avoidance of delay）の原則（no delay principle）（同法１条２項）、家族
の問題に対する裁判所の判断はできる限り回避されるべきであるとする不介入原則（non-






















































































































































































































































































扶助および犯罪者判決宣告・処罰に関する法（Legal Aid, Sentencing and Punishment
of Offenders Act 2012）により法律扶助が適用されうる資格が低収入者や家庭内暴力、虐
待の被害者等に限定されるとともに、費用負担の少ない調停を推進することで公費の節減を
図ろうとしているといわれる（115）。












































































































































































































具体的には、2006年児童及び養子縁組法（Children and Adoption Act 2006）の諸規定
が、従来の交流命令、現行法では子のための取り決め命令の遵守と確実な継続的実行を実現
しようとしている。
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